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要旨

  要旨は9.0 ポイントで記述する．そのあと，行を変え，キーワードを書く．キーワードは５語まで，三行以上にまたがらないこと．すべての見出しはMSゴチックを用い，本文はMS明朝を用いること．

  キーワード：ひとつ、ふたつ、みっつ

1. 文字について <10.0pt 以下同じ>
  本文はMS明朝を用いて書く．丸や点の代わりにピリオド，コンマを用いる．フォントサイズは10.0 ポイント．各節，各項の前は一行あける．すべてのアルファベットおよび数字は Times New Roman 体（半角）とし，どうしても必要な場合以外は全角文字は使わない．日本文字は，MS明朝，見出しは，MSゴチック，ボールド体，見出しの数字は Times New Roman，ボールド体とする．

1.1 脚注について

脚注は、このように記入する.
 脚注では参考文献の詳細を記さず，最後にリストを作ること.
 参考文献は，たとえば，Coase (1988)，または，浜田 (1977) のように，記す．文字と括弧の間は半角スペースを取ること． 

2. 次に

  文章はできるだけ平易にし，過度な数学的展開はさけ，文章による説明にこころがけること．……

……

……

……
3. その次に

……

……

……

……

……
4. おわりに
……

……

……

……

判例
最大判昭56・12・16民集35-10-1369 ( 1981)．
最判平6・1・20判時1502-98 ( 1994)．
札幌高判昭51・8・5行例集27-8-1175 ( 1976)．
東京地判昭39・5・2判タ162-149 ( 1964)．
Brown v. Board of Education, 347 U.S. 483 (1954) [Brown I].

MacPherson v. Buick Motor Co., 217 N.Y. 382, 111 N.E. 1050 (1916).

United States v. Carolene Products Co., 304 U.S. 144 (1938).
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�  脚注は、9.0pt、行間：固定値、間隔12ptで記入する．


�  たとえば，Coase (1988) をみよなどのように．
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